
会　議　録
学校給食センター
	会議の名称
	令和８年度富士見市学校給食センター運営委員会委員委嘱状交付式
及び第１回富士見市学校給食センター運営委員会

	開催日時
	令和８年７月２３日（木）午後３時３０分～午後５時１０分

	開催場所
	学校給食センター研修室

	出席者
	齊藤　宏　氏（南畑小学校長）他　委員１５人
日本栄養大学栄養学部准教授　堀端　薫　氏（学校給食センター建て替えにかかるアドバイザーとして参加）
教育部長、教育政策課職員、学校給食センター職員（事務局）

	会議次第
	〈委嘱状交付式〉
１　委嘱状交付式開会
２　委嘱状交付
３　あいさつ
４　委嘱状交付式閉会

〈令和８年度第１回富士見市学校給食センター運営委員会〉
１　富士見市学校給食センター運営委員会開会
２　運営委員及び学校給食センター職員自己紹介
３　運営委員会役員の選出
４　議　題
（1） 協議事項
1 富士見市学校給食センター運営委員会規則の改正について
（2） 報告事項
1 学校給食用物資納入業者登録について
2 令和７年度学校給食栄養状況報告について
（3） その他
1 令和８年度の実施予定事業について
2 学校給食センターの整備について
５　富士見市学校給食センター運営委員会閉会　　




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	会議内容

	〈委嘱状交付式〉
１　委嘱状交付式開会
　　中嶋所長

２　委嘱状交付
　　山口教育長より、運営委員代表として小嶋友邦委員へ委嘱状を交付。

３　あいさつ
　　山口教育長

４　委嘱状交付式閉会
　　中嶋所長

〈令和８年度第１回富士見市学校給食センター運営委員会〉
１　富士見市学校給食センター運営委員会開会
　　中嶋所長

２　運営委員及び給食センター職員自己紹介

３　運営委員会役員の選出
　　運営委員長に小嶋友邦委員、副委員長に齊藤宏委員が選出され、承認された。

４　議題
委員長より、本来であれば次第に沿って（１）協議事項からの進行となるが、（３）その他　②学校給食センターの整備について　を先に取り扱うことについて委員へ確認、了承を得る。
（３）その他
②学校給食センターの整備について
教育政策課長より、日本栄養大学栄養学部准教授　堀端　薫　氏の紹介及び学校給食センター建て替えにかかるアドバイザーとして協力を依頼している旨を説明。
その後、学校給食センターの整備について資料に基づき説明。
委員：新センターに炊飯施設を整備した場合は提供できる献立が増えるとのことだが、どのようなメニューを想定しているのか。
教育政策課長：ケチャップライスやターメリックライスなど、色が付いた炊き込みご飯の提供ができると考えている。
委員：アレルギー対応について、望ましいのはレベル４の対応だと考える。現在のアレルギー対象者が２０５人とのことだが、 レベル４の対応をすればこの全員が給食を食べられるということか。
教育政策課長：資料に示したアレルギー食材のうち、かにからカシューナッツまでは現在も給食では提供していない食材である。今回お示ししたレベル４の対応については、資料内の乳から小麦のアレルギー対象者１１６人が対象となる。
委員：アレルギー対応を始めると、学校現場の負担や配り間違えのリスク等も増えるのではないか。
委員：以前勤務していた狭山市では除去食の対応を行っていた。対象者の分は通常の給食とは別のカゴに入れてあり、対象者の名前付きで配送されてくる。配膳時も、名前を確認して対象者にそのまま渡す形となるため、配り間違い等のリスクは低かったと感じている。現在の富士見市では、対象者がその日食べられるものを献立表で確認して対応する形のため、確認漏れ等が無いよう毎日慎重に対応している。
委員：学校に配送されてきたアレルギー対応食に名札等が付いており、明確に「この生徒用」と分かる形にしてほしい。レベル４での対応が可能であるならば、それが望ましいと考える。
堀端准教授：アレルギー対応に関しては、一人ひとりのアレルギーのレベルにもよるため、レベル４までやれば何人が食べられるようになる、といったことは言えない。実際のアレルギー対応では、保護者との面談等で対応内容を確認していく。学校現場での対応や配送方法等についても、名札付きのランチボックスや別コンテナでの配送など、自治体によって様々である。厳密な運用している自治体では、受け渡し時に対応者の押印による記録をつけているところもある。また、アレルギー食用の食器を通常と異なる色にし、洗浄ラインまで別にしている自治体もある。
委員：アレルギーは命と直結するものであるため、学校医や学校薬剤師の支援ももらいながら検討していく必要があると思う。他自治体の学校での対応方法の資料等を提供してもらえると、具体的な意見も出しやすい。
委員：現状で対象者が１００人以上、またそれぞれの対応内容が異なる中で実際に対応することが可能なのか。給食センターの人員確保や予算の観点も踏まえ、継続的な実施が可能であるかを考える必要がある。また学校での対応については、特に中学校では職員の出張等も多く、給食提供時に担任が対応できない場合も多いと考える。先ほど出た、アレルギー対応食には一人ひとりの名札を付けるなど、丁寧な対応をお願いしたい。
教育政策課長：資料に記載の費用については、関係事業者にも話を聞いたうえでの金額を示している。担当課の現状の想定としては、資料に記載の金額で施設整備や運営が可能であると考えている。
委員：現在のアレルギー対応は、決まった一つの献立の中で食べるか食べないかということのみだが、対応レベルを上げる場合はこのメニューなら食べられる、といった選択のためのやり取りが学校現場の対応として増えると考えられるがどうか。
教育部長：担当課の考えとしては、アレルギーを持っているお子さんもできるだけみんなと一緒に給食を食べられるようにという思いもあり、新センターでは可能な限りレベル４の対応をやりたいと考えている。しかしながら、市の財政状況等も踏まえて施設や対応の内容は検討しなければならない。そういった中で、学校現場や保護者の立場からの意見をいただいたうえで、実際にどのような対応を実施するのかを議論したいと考えている。様々ご質問いただいたが、レベル４の対応を実施した時に学校現場の負担がどの程度増えるのかについては、現段階では具体的にお示しすることが難しい。担当課としてはできる限り学校の負担が増えないよう考えていくつもりではある。
委員：現在の、学校で教職員が献立表を見ながら確認するという対応方法は綱渡りの部分もあると感じている。もちろん、複数人の目で確認をしているが、対象人数が多いと教職員の負担も大きく、見落としの可能性もゼロではない。給食を食べられる子どもが増えること自体は学校現場としても嬉しいことではあるが、ある程度の構想を示してもらえると意見も出しやすい。
堀端准教授：現状として、レベル４までの対応をしている自治体は既にあり、学校現場での対応等についても解決できていると考えている。また、文部科学省が示している「学校給食における食物アレルギー対応指針」の大原則にも『食物アレルギーを有する児童生徒にも給食を提供する』との記載があるため、できるのであればアレルギーに対応したものを提供することが望ましいと理解している。対応方法は様々だが、対象となるお子さんが除去食を食べるのか給食停止の対応を取るのか、というところに一つハードルがあると考えている。また、学校現場での対応も様々である。例えば、重篤な牛乳アレルギーのお子さんが居る場合、牛乳そのものを提供しないだけでなく、おかわりの禁止や牛乳パックの処理の制限などクラス全体で対応している例もある。また、アレルギー対応食の献立については、調理側のリスクが増えてしまうため、対象食材ごとに別の献立を用意することはしない。そのため、この子には対応食Ａを提供、別の子にはＢを提供、といった状況にはならない。新しい給食センターを建設する場合、多くの自治体ではアレルギー専用の調理室を設置している。調理方法は自治体により異なり、原材料の段階から完全に分離して調理する方法もあれば、卵入りスープの場合は卵を入れる前の段階で必要な量を分けて調理し、その後別々に仕上げるといった方法もある。新たにアレルギー調理室を設置する際には人員を増やさなければ対応できず、それに伴う委託料についても市の負担がふえる。しかしながら、既に１００食レベルのアレルギー対応をしている自治体は多くあり、少ないところでは４～５人の調理員で対応しているところもある。さらに、センター新設時には献立をどうするのか、例えば小・中統一の献立にするのか、現状と同じく別献立にするのかといった検討をしたうえで設備を導入しなければならない。そのうえで、アレルギーの献立をどのように立てていくのか、安全性や調理工程を最優先とするのか、それとも児童の心情や食べる意欲にも配慮したうえでできる限り通常食に近い献立の提供を目指すのか。例えば、他の児童がハンバーグとパンを食べている中で、アレルギー対応児童が鯖の塩焼きとご飯になるような状況をどう考えるのかという点も含めて、市としての方針を決めていく必要がある。
委員：現在の給食センターの施設や設備の規模では、小・中ですべて同じメニューを出すことが難しいと聞いている。新センターでの提供献立やアレルギーの対応方法など、線引きをどうするのかを考えていく必要があると思う。
堀端准教授：アレルギー対応として多いのは、①乳、②卵、③乳・卵、の３パターンである。まずはこの３パターンから開始し、軌道に乗った後に、富士見市の場合はエビが多いのでエビの対応を追加する、といった形も考えられる。最初から対応を複雑にしてしまうと、作る側も学校も混乱するので、できる限り単純な形で開始することが望ましい。
教育部長：まず、新センターの整備にあたり、レベル４を目指していくのかということについてご意見をいただきたい。学校現場での対応等、細かい内容については今後の検討事項となる。
委員：他自治体や他のセンターとの比較等の資料があるとありがたい。
堀端准教授：近隣では所沢市はレベル３の対応をしている。また、立川市ではレベル４の対応をしている。
委員：理想はレベル４の対応だと考える。レベル４対応のメリットである、食べられる児童・生徒の増加と、学校現場の負担増のバランスを、具体的な条件を示したうえで議論していただきたい。
委員：センター新設やアレルギー対応の実施により、保護者が負担する学校給食費の金額が上がることはあるのか。
教育政策課長：保護者に負担していただくのは給食の食材費のみであるため、センターの新設費用やアレルギー対応による人件費等が学校給食費に転嫁されることは無い。
委員：炊飯の方法について、設備の導入費用など資料に記載された金額からコストを計算し、委託炊飯と自場炊飯の費用を比較してみた。費用対効果を考えると自場炊飯の方が良いのではないかと思う。
教育部長：委託炊飯の場合、米そのものの金額だけでなく、工場で炊いてもらうための人件費や運搬費等もご飯の価格に含まれている。一方で、自場炊飯であれば、購入するのは炊く前の米のみになるため、食材費として浮いた分をデザート等、給食内容の充実に回すこともできると考える。
委員：費用的なメリットがあるのであれば、自場炊飯の方が良い。現在の委託炊飯のご飯は、飯缶のふたを開けると湯気で柔らかくなっていることがある。温度も、冷たくはないがぬるい。給食センターで炊いていた頃のご飯は、飯缶を開けると湯気が出てきていた。
堀端准教授：食べ物の適温は、一般的には体温のプラスマイナス２５度と言われているため、自場炊飯の方が適温に近いご飯を提供できる。また、味付きごはんについては学校でご飯と具を混ぜる形で現在は提供しているが、自場炊飯であれば完成形で学校に提供できる。臨時休校や学級閉鎖など急な変更にも臨機応変に対応できる。
委員：自場炊飯の場合、災害時の炊き出しができることも大きなメリットだと考える。
委員：もし災害時に炊き出しを行う場合、給食センターの設備を使用してボランティアが行うのか。それとも調理の委託業者が行うのか。
教育政策課長：前提として、市ではアルファ化米などの備蓄品で基本的な対応をしているため、炊き出しまでのニーズは高くないと確認している。ただし、お湯の供給機能など、活用可能な場面もあると考えている。また、調理委託の業務の仕様の中に災害時の対応についても記載している。


（１）協議事項
①富士見市学校給食センター運営委員会規則の改正について
事務局より、資料に基づき説明。
委員：「ＰＴＡ代表」という文言を「保護者代表」に変更するということだが、これはＰＴＡ組織がない学校の保護者でも委員としての参加可能になるという認識で良いか。
事務局：何らかの形で推薦をいただければ、ＰＴＡ組織がない学校の保護者の方でも、委員として参加いただくことは可能であると考えている。
委員長：富士見市学校給食センター運営委員会規則の改正について、ご承認をいただいてよろしいか。
→　賛成多数により承認。

（２）報告事項
①学校給食用物資納入業者登録について
事務局より、資料に基づき説明。
質疑なし。

②令和７年度学校給食栄養状況報告について
事務局より、資料に基づき説明。
委員：令和６年度と比べて鉄分の量が増えていることはとても良いことだと思う。鉄分の摂取は熱中症予防にも効果的だと聞くので、夏の暑さが厳しくなっている現状を考えると、今後もほうれん草等、鉄分が多く含まれる食材を積極的に取り入れてもらいたい。
（4） その他
1 令和８年度の実施予定事業について
事務局より、資料に基づき説明。
質疑なし。

５　富士見市学校給食センター運営委員会閉会
中嶋所長
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